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工事現場における施工体制点検要領

（併せて、現場代理人の常駐の点検が必要）

工事中概ね月１回以上

※②については、１部工事中概ね月１回把握の分がある

監督員

工事成績評定に反映

当該月分の事務所集計を行う （翌月の１０日まで）

施工体制点検表（様式第１号）を基に

施工体制の点検結果調査表 技術企画課へ毎月報告

主任技術者、監理技術者の

管理課と協議

疑義が生じた段階で

一括下請負に関しては※

管理課長

２ ６ 条 ：

　　　〃 　　  第４項

　 施工体系図に関する事項

第 ４ 号 ：

第 ６ 号 ：

　　施工体制台帳に関する事項

　 下請業者が再下請負させた時の特定

　　　〃 　　  第２項

建設業者への通知義務

第２４条の７第１項

第 ８ 号 ：

（ 施工体制の点検結果調査 表）

専任配置

発注機関の長

２ ６ 条 の ２ ： 専門技術者の配置

建設業許可違反業者との契約

注）特に下記建設業法に違反する事実

を把握した場合

 第２８条第１項 第３号

建設業者の業務に関して、他の法令

に違反し、建設業者として不適当

営業停止・禁止業者との下請契

指示書等の文書に
よる改善指導

報告

指導

担
当
課
長

改善が認め
られる

改善が認め
られない

第 ７ 号 ：

一括下請負の禁止

一般建設業の下請額範囲

≪点検結果の取り扱い≫

すべて適性
である

改善が認め
られる

改善が認め
られない

口頭による改善指導

不適項目がある

点検の結果が適性であるか

左記に記載する、注）の場合

技術者・現場代理人の重複
JCISの技術者検索システム
で確認

①監理技術者資格者証の把握
②同一性の把握
⑧コリンズ（ＣＯＲＩＮＳ）登録

工事施工中１回

対象：

ただし、下請総額4,500万円(建築一式工事7,000万円)以上の場合、監理技術者の点検が必要

また、下請契約を含む全ての工事については、施工体制台帳、施工体系図の掲示などの点検が必要

請負代金額4,000万円(建築一式工事8,000万円)以上の場合、主任（監理）技術者の専任の点検が必要

③主任（監理）技術者の専任及
び現場代理人の常駐の把握
④施工体制台帳の把握
⑤施工体系図の把握
⑥作業員名簿の把握
⑦施工体制の把握
（一括下請負）

⑨建設業許可の標識掲示
⑩建退共に関する掲示
⑪労災保険に関する掲示
⑫再下請負通知書に関する
掲示

施工体制細目チェック表(別記様式第2,3号)
毎月各出先機関の担当者が行う

中間・完成検査時に
工事検査員へ提示

施工体制点検表（別記様式第１号）
チェック表を基に点検表に記載

中間・完成検査時に
工事検査員へ提示

工事着手前
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一括下請負に関する点検及び判定方法

対象： 下請契約を締結する全ての工事

（工事中概ね月１回以上）

発注機関は、事業主管課を

通じて管理課及び技術企画課

に連絡 

◎一括下請負の判定

様式第３号の

5　重点調査、施工中概ね１回以上の点検項目（元請負用）

6　重点調査、施工中概ね１回以上の点検項目（下請負用）

 重点対象調査の判定

⑦施工体制の把握（重点調査対象及び一括下請けの疑義工事の抽出）

有る

様式2号に基づき調査を行う

該当する該当しない

様式第３号に基づき調査を行う

4　施工中概ね月1回以上の点検項目（元請負用）

7　重点調査の結果（5及び6の結果）

5、6の調査結果に基づき事務所内で
協議を行う

下請負工事があるか

無い

点　検　終　了

一括下請なし 一括下請あり

と認定 と認定

疑義あり

中間・完成検査時に工事検査員へ提示

 点検結果は、様式１・２・３号へ記載

疑義なし

 　発注機関、管理課建設業審査担当、事業主管課、技術企画
課による協議を行う。

 　施工体制点検結果、合同の現地実態調査等により一括下請
負に該当するか判定する。

入札参加資格

停止監督処分


